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中型まき網漁業の操業再編とその効果
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（研究部）

福岡県宗像市の中型まき網漁業３経営体で行われている運搬船減船と共同操業とを内容とする操業再編を対象

に，その実態と費用削減効果および経営改善効果を分析した。各船団の運搬船４隻のうち１隻を停止させる運搬

船減船によって，燃油使用量は13％減少し，労務費などを含む費用が1,880万円（7.6％）減少した。売上金と出

荷販売費用の一括計算を内容とする共同操業によって，燃油使用量は単独操業より５％減少し，費用が210万円

（0.8％）減少するとともに就業時間が２時間程度短縮した。操業再編前後の条件でそれぞれの損益分岐点を算

出した結果，再編前が27,128万円，再編後が22,875万円で，操業再編によって損益分岐点は4,253万円（15.7％）

低下した。操業再編は費用を削減して収益改善を進める一方，損益分岐点を低下させる経営改善効果をもたらし

た。
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近年，まき網漁業の収益性低下が続いており，各地の

まき網経営では，その対応が進められている。1）これま

でまき網漁業における収益性の改善は，漁獲量の増加を

目指した操業努力による改善策が提案されていたが，2.3)

大幅な漁獲高の増加が見込めない今日にあっては，費用

の掛からない操業形態への転換が経営的に優位であるこ

とが指摘されている。4)このような状況のもと，大中型

まき網漁業では船団の漁船数を削減して操業費用を抑制

する「ミニ船団化」，さらに進めた「単船化」への転換

が推進されており，5)中型まき網漁業においては，共同

操業による経営改善が進められている。6)

本報告は，運搬船の減船と共同操業とを内容とする操

業再編を進めている中型まき網経営を対象に，操業再編

の実態と費用削減効果，および経営改善効果を明らかに

する。

分析対象は，福岡県宗像市宗像漁協鐘崎本所所属の中

型まき網３経営体である。同経営体では2013年から船団

構成の見直しや共同操業を試行し，操業再編への取組み

を進めている。

分析方法は，操業再編の具体的な取組みごとに費用分

析を行い，操業再編による経営改善の分析には損益分岐

点分析を用いた。

分析に用いた数値は，分析対象３経営体の決算報告書，

操業日誌，漁協出荷データ，船単位の月別燃油給油量と

経営主への聞取り調査から得たものである。

まき網船団の操業再編

１．まき網船団の概要

福岡県における中型まき網漁業の着業数は2016年４月

15日現在，福岡市漁協所属が２経営体，宗像漁協所属が

５経営体の計７経営体が筑前海域で操業している。中型

まき網漁業の経営体数は1970年の25を最高に1977年に

13，1988年に10と減少し，7.8）直近では2011年に１経営

体が廃業するなど衰退が懸念されている。

図１ まき網経営の水揚量・売上高

資料）決算報告書，漁協出荷データ

注）2014年以降の水揚量は一部魚種の重量換算がそれ以前

と異なるので2013年以前の数値と連続しない。
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分析対象の３経営体はいずれも有限会社による会社経

営で，５月から12月まではまき網漁，１月から３月まで

はフグはえ縄漁に従事している。１船団は網船，探索船，

灯船が各1隻，運搬船４隻の計７隻で構成され，乗組員

は網船に10名，その他は２名ずつの合計22名である。

１経営体の平均売上高は2008年まで３億円を超えてい

たが，2009年以降２億円前後で低迷していた（図１）。

売上高の減少にともなって2010年以降の５年間は費用

が売上高を上回って営業利益での損失が続き（図２），

漁業共済や漁業収入安定対策などの営業外収益によって

経常利益を確保していた。2015年は７年ぶりに売上高が

３億円を超え，営業利益での黒字を確保した。

２.操業再編の経緯

対象の３経営体では2013年から，運搬船４隻のうち１

隻の停船（以下減船）と共同操業の試験操業を開始した。

共同操業の具体的内容は，売上金の均等配分と出荷販

売費用の均等負担である。漁労や水揚げ，出荷などの各

作業は単独操業と同じく各経営体ごとに行われ，売上金

図２ まき網経営の収支

資料）決算報告書

注）３経営体の決算報告書からまき網部門だけを算出して平

均化した。
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と出荷販売費用を一括計算する方式である。ただし，探

索に関しては地域区分や情報の交換が行われ，効率化が

図られていた。

１年目の2013年は操業期間８ヶ月間のうち５月から７

月と11,12月の計５ヶ月間を減船させ，９月中旬から12

月までの約４ヶ月間，共同操業を実施した。翌2014年は

漁期をとおして減船する一方で，共同操業は10月の１回

と12月の１ヶ月間であった。2015年はこれまでより半月

早い４月後半から操業する試験操業をはじめるとともに

漁期をとおして減船し，４月と９月から12月までの計５

ヶ月間，共同操業を実施した（表１）。

なお，３経営体では2012年以前も12月に入ると共同操

業に切り替えるのが慣行であった。12月には魚群が特定

区域に集中するため，漁場での競合を回避して安全に操

業するために共同操業を実施していた。

操業再編の効果

１．運搬船減船

運搬船減船は燃油使用量の削減と乗組員の減員をもた

らし，減価償却費や漁船保険料などの費用を減少させた。

燃油使用量を操業再編前と比べると，再編後の１操業

当たり平均使用量は2013年が80％，2014年が87％，2015

年が67％に減少した（表２）。

表２ １操業当たり燃油使用比率の推移

資料）船単位の月別燃油給油量

注）再編前は2011，2012年の平均。

合計 網船 運搬船 探索船 灯船

  再編前　注） 6,147ℓ 986ℓ 3,857ℓ 804ℓ 500ℓ

  2013年 80% 86% 75% 91% 92%

  2014年 87% 96% 80% 97% 102%

  2015年 67% 80% 64% 69% 69%

表１ 操業再編の取組み状況

資料）操業日誌

注）運搬船減船は１隻停船した月を○で表示。

2011年の操業日数は86日，2012年が78日，12月は共同操業でそれぞれ11，８日。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

操業日数 10 10 12 9 8 9 7 9 74日

2013年 　うち共同操業 1 4 9 7 9 30日

運搬船減船　　注） ○ ○ ○ ○ ○ 5ヶ月

操業日数 10 11 11 7 11 10 8 7 75日

2014年 　うち共同操業 1 7 8日

運搬船減船 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8ヶ月

操業日数 4 15 12 7 12 7 15 8 12 92日

2015年 　うち共同操業 4 7 15 8 12 46日

運搬船減船 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9ヶ月
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2014年の共同操業は10月の１日を除き操業再編前と同

じ12月に限られていたため，燃油使用量の減少は減船に

よるものと捉えられる。従って，減船は１操業当たり燃

油使用量を13％，燃油費を546万円（５カ年の平均単価

84円で算出）減少させた。船種ごとでは運搬船が80％に

減少し，網船，探索船，灯船はほぼ同等であった。燃油

使用量の削減は，運搬船減船によるものであった。

また，運搬船減船によって運搬船の乗組員２名が減員

となり，労務費（給与手当，法定福利費，福利厚生費，

食料費）が806万円減少した。さらに，運搬船１隻の減

価償却費が326万円（表３），保険料・その他費用が202

万円減少し，費用合計が1,880万円減少した。

２．共同操業

共同操業は燃油使用量を減少させるとともに，就業時

間を短縮させた。

2015年は単独操業，共同操業がそれぞれ46日と同数で

あった。2015年の１操業当たり燃油使用量は，単独操業

表３ 船舶関連の１隻当たり費用

単位：万円

資料）固定資産台帳

注１）網船の漁労関連資材は算入していない。

２）エンジンの耐用年数を10年，船体その他を20年の定額

法で算出。

表４ 単独操業と共同操業の１操業当たり

燃油使用量（2015年）

資料）船単位の月別燃油給油量

注）操業日数は単独，共同ともに46日。

網船 1） 運搬船　 探索船 灯船

  取得価額 14,700 4,890 6,270 3,520

  減価償却費　2） 860 326 418 235

合計 網船 運搬船 探索船 灯船

単独操業 注） 4,239ℓ 769ℓ 2,455ℓ 634ℓ 381ℓ

共同操業 4,041ℓ 773ℓ 2,449ℓ 479ℓ 308ℓ

共同÷単独 95% 100% 100% 76% 81%

が4,239ℓ，共同操業が4,041ℓで，共同操業は単独操業の

95％で，燃油費を210万円（同じく単価84円で算出）減

少させた。船種ごとでは探索船が76％，灯船が81％に減

少し，網船，運搬船は同等であった（表４）。燃油使用

量の削減は，探索船および探索の役割を兼ねる灯船など，

探索機能の高い船種によるものであった。

一方，共同操業では単独操業より最終投網時刻が早ま

り，就業時間が短縮した。2015年内の期間別比較，およ

び2014，2015年の同一期間での年別比較においても，共

同操業は単独操業より最終投網時刻が２時間程度早く，

投網回数は0.8回程度減少した（表５）。経営主への聞取

りでは，「大漁時には市場への出荷量を考慮して，あと

一回の投網を自粛し出荷調整を図るようになった」との

回答であった。

損益分岐点分析

１．まき網経営モデルの作成

分析素材とするまき網経営モデルは，対象のまき網３

経営体の平均値をもとに作成した（表６）。

操業再編前の経営モデル（以下再編前モデル）のおも

な経営要素の設定は，乗組員数22名と漁船数７隻，燃油

使用量は2011年，2012年の平均（以下２カ年平均）498

㎘，出漁日数は2011年から2015年の平均（以下５カ年平

均）81日である。売上高は５カ年平均の22,818万円を設

定した。費用のうち固定費は２カ年平均を，変動費のう

ち燃油費は使用量に５カ年平均の燃油単価84円を乗じて

算出し，その外の変動費は５カ年平均である。

操業再編後の経営モデル（以下再編後モデル）での経

営要素の変更は，乗組員の２名減員，運搬船１隻の減船，

燃油使用量は減船，共同操業の削減効果を反映して操業

再編前の82％で設定した（表７）。売上高は再編前モデ

ルと同じ５カ年平均の22,818万円とし，費用は固定費を

1,334万円，変動費を756万円，合計2,090万円減少させ

て設定した。

表５ 共同操業と単独操業の最終投網時刻・投網回数

資料）操業日誌

注）３船団の平均値，まき網漁の操業時間は日没から日の出まで。

共同操業 単独操業

2014年 2015年

比較期間 4､9～12月    5～11月    

出漁日数 46日 46日 30日 30日

最終投網時刻の平均 　1：29 　3：20 1時間52分 　1：38 　3：38 1時間50分

投網回数の平均 3.12回 3.94回 0.82回 2.74回 3.45回 0.71回

9～11月

2015年内比較 2014年、2015年比較

共同操業 単独操業 差 差

中型まき網漁業の操業再編とその効果
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表６ 損益分析点分析の経営モデル

注１）再編前の数値は別に指示があるもの以外は2011,2012年

の平均値。２）2011～2015年の平均値。３）単価84円で算出。

表７ １操業当たりの燃油使用量の変化

資料）船単位の月別燃油給油量

注）再編後は減船と共同操業を同時に実施した場合の数値。

再編前 1） 再編後    前 － 後

22人 20人 -2人

7隻 6隻 -１隻

498㎘ 408㎘ 90㎘

2) 81日 81日

2) 22,818 22,818 0

24,937 22,847 -2,090

労務費 8,707 7,901 -806

減価償却費 2,299 1,973 -326

その他費用 728 720 -8

保険・租税公課 969 775 -194

一般管理費 641 641 0

小計 13,344 12,010 -1,334

燃油費    3） 4,183 3,427 -756

販売手数料 2） 3,088 3,088 0

出荷資材費 2） 4,322 4,322 0

小計 11,593 10,837 -756

　経営モデル

費
用
・
収
益
･･
万
円

経
営
概
要

乗組員

漁船数

燃油使用量

操業日数

固
定
費

変
動
費

　　売 上 高   　

 　　総 費 用　　　

合計 網船 運搬船 探索船 灯船

  再編前 6,147ℓ 986ℓ 3,857ℓ 804ℓ 500ℓ

  減船 87% 96% 80% 97% 102%

  共同操業 95% 100% 100% 76% 79%

  再編後　注） 82% 96% 80% 73% 81%

２．損益分岐点分析の結果

再編前モデルの損益分岐点は27,128万円，再編後モデ

ルは22,875万円であった。損益分岐点は操業再編によっ

て4,253万円（15.7％）低下した（図３）。

分析結果と2011年以降の売上高を比べると，再編前モ

デルでは2015年を除く４カ年で損益分岐点を下回り損失

が生じた。再編後モデルでは2011年と2015年で損益分岐

点を上回って利益が生じ，2014年は損益分岐点とほぼ同

額，2012年，2013年の２カ年で損失が生じた。

考 察

中型まき網漁業での運搬船減船と共同操業とを内容と

する操業再編の取組みは，費用を削減して収益改善を進

める一方，損益分岐点を低下させる経営改善効果が認め

られた。

水揚量や売上高が減少する中で，最盛期のままの船団

構成を維持してきた中型まき網経営にとって，船団構成

の適正化は経営改善の第一歩であった。運搬船減船は１

年目は期間を限定して実施したが，２年目，３年目は漁

期をとおして継続され，減船が定着したと言える。

一方，共同操業はこれまでの安全操業を要因とした取

組みから，探索の効率化や燃油費の削減，就業時間の短

縮へと経営効率を高める内容に展開した。

操業再編による費用削減のうち変動費は，燃油費の減

少としてすぐに現れる。他方，運搬船減船が固定費の低

図３ 操業再編前後の損益分岐点

注）Ａは操業再編前をＢは操業再編後を示す。
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下として現れるには，運搬船の廃船あるいは売却までタ

イムラグがある。また，労務費の削減は乗組員の離職，

あるいは解雇を必要とする。対象の３経営体では操業再

編を進めていた３年間に，それぞれ２名から３名が離職

し，操業再編に適応した人員に移行していた。なお，離

職した乗組員の多くは，釣り漁などの個人漁へ転換した。

一方，共同操業は燃油費用の削減など経済効果をもた

らすとともに，最終投網時刻が早まることで就業時間を

短縮させていた。経営主によるとこれまでは「３日出漁

が続くと４日目は凪でも疲労のため休漁し，出漁日数が

確保し難い」，との指摘があった。今回は明らかにでき

なかったが，１操業当たりの労働負担が軽減されること

で連続出漁が可能になれば，１日当たり労働時間の短縮

と出漁日数の増加が並行して進むことで，労働負荷を平

準化することができる。

前述した投網回数自粛の動きと労働負荷の平準化を合

わせると，共同操業の拡大はこれまでの漁労行程におけ

る船団間の競争関係を，資源保護を考慮した協調関係へ

と転換させ，働きやすい労働環境へ改善するものである。

減船と共同操業を取入れた経営モデルでは，損益分岐

点が操業再編前より15.7％低下し，売上高23,000万円が

売上げの第一目標として明確になった。

ところで，減船と共同操業は2016年も操業開始から現

在（2016年12月末）まで継続しており，操業再編による

経営改善効果が認められている。しかし，操業再編はこ

れまで経営ごとに進められていた経営多角化の活動と相

反する側面を持っている。例えば蓄養部門をもつ経営で

は，活魚での捕獲や運搬は共同操業下での作業能率の低

下をもたらす。また，加工や独自の販路構築を進めてき

た経営では，共同操業の一括計算の他に新たな精算方法

が必要になる。

これらに対応した今後の展開としては，船団構成では

現在，個別経営体の枠内で完結している船種構成を，３

経営体全体として適切な構成への見直しが必要となる。

共同操業においては，経営体ごとに行われている水揚げ，

選別などの陸上作業の共同化・一元化を進め，海上作業

から陸上作業まで共同化の範囲を拡げてさらに効率化を

進める必要がある。その場合の留意点としては，経営多

角化にみられる個別経営の独自性確保と，共同化による

効率化推進とを考慮しながら，連携の範囲を拡大してい

くことが重要である。
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